
２．有価証券関係
\ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差 額

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

1¶885¶101¶434円 1¶956¶049¶977円 70¶948¶543円

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

1¶499¶910¶491円 1¶499¶850¶000円 � 60¶491円

合 計 3¶385¶011¶925円 3¶455¶899¶977円 70¶888¶052円

] 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

{国債 1¶500¶000¶000円 400¶000¶000円 600¶000¶000円 `円

|地方債 200¶000¶000円 487¶440¶000円 200¶000¶000円 `円

合 計 1¶700¶000¶000円 887¶440¶000円 800¶000¶000円 `円

] 金融商品の時価に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 2¶687¶323¶295円 2¶687¶323¶295円 `円

|有価証券・投資有価証券 3¶385¶011¶925円 3¶455¶899¶977円 70¶888¶052円

}貸付金 6¶427¶794¶353円

貸倒引当金 � 1¶404¶967¶406円

5¶022¶826¶947円 5¶086¶541¶639円 63¶714¶692円

~求償権 2¶098¶654¶731円

求償権償却引当金 � 1¶491¶666¶952円

606¶987¶779円 606¶987¶779円 `円

資 産 計 11¶702¶149¶946円 11¶836¶752¶690円 134¶602¶744円

�長期借入金 (160¶495¶730円) (161¶753¶780円) (1¶258¶050円)

（１年以内返済予定を含む）

負 債 計 (160¶495¶730円) (161¶753¶780円) (1¶258¶050円)

そ の 他 時 価

�債務保証契約 � 168¶824¶667円
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３．金融商品関係

\ 金融商品の状況に関する事項

{ 金融商品に対する取組方針

当法人は、貸付業務及び保証業務を行っております。これらの業務を実施するため、鹿児島

県からの借入（特別転貸債）及び国、県、奄美群島内市町村からの出資金により資金を調達し

ております。

| 金融商品の内容及びそのリスク

当法人が保有する金融資産は、主として奄美群島内の法人及び個人に対する貸付金及び保証

債務（以下「貸付金等」という。）であり、貸付先等の財務状況の悪化等による信用リスクを有

しております。また、貸付金利は固定金利、保証料率は固定料率であることから金利変動リス

クを有しております。

有価証券及び投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、国債、地方債

のみを満期保有目的で保有しており、金利変動リスク、価格変動リスクを有しております。

借入金の使途は貸付財源の一部であり、金利変動リスクを有しております。

} 金融商品に係るリスク管理体制

Ê 信用リスクの管理

当法人は、当法人の業務規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸付金等につい

て、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、内部格付、保証や担保の設定、

問題債権への対応など与信管理に関する体制を整備し運用しております。これらの与信管理

は、業務課及び管理課により行われ、また定期的に審査委員会や債権管理委員会を開催し、

審議・報告を行っております。さらに与信管理の状況については、総務企画課がチェックし

ております。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務企画課において、信用情報や時価の把握

を定期的に行うことで管理しております。

Ë 金利リスクの管理

予め業務方法書等により定められた方法により利率を決定しております。

Ì 資金調達に係る流動性リスクの管理

当法人は、主務大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っております。

~ 金融商品の時価の算定方法に関する事項

{ 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

| 有価証券・投資有価証券

有価証券・投資有価証券の時価は、決算日における市場価格によっております。

} 貸付金

固定金利であることから、貸付金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しておりま

す。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ

シュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し

ているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近

似しており、当該価額をもって時価としております。

˜
—
˜


		2013-10-30T14:51:32+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




